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『一陽来復』
震災から１年、これからいよいよ本格的な新しい大事業に
取り組んでいきます。

　福島県は２月２９日、復興庁福島復興局に対して、東
日本大震災復興特別区域法に基づく復興推進計画（復
興特区）の認定申請を行いました。
1「ふくしま産業復興投資促進特区」
（県と５９市町村の共同申請）
　目的： 製造業等の企業の新・増設を促進し、雇用を創出する。
　区域： 県内５９３の工業団地等を「復興産業集積区域」として申請
　業種： 輸送用機械・半導体・情報通信・医療・再生可能エネ

ルギー・農商工連携関連産業、地域資源活用型産業

　特例： 投資や雇用を行う企業を対象に、税制の特例や工場
に係る緑地等の規制を緩和する措置を講ずる

2「ふくしま医療関連産業復興特区」（県の単独申請）
　目的： 医療分野への県内企業の新規参入と県外企業の

進出を促進し、医療関連産業の飛躍的集積を図
り、雇用を創出する。

　区域：県内全域
　特例： 医療機器製造販売業等における責任者の資格要

件を緩和する

福島県が復興特区を申請！！（２月２９日）

「ふれあいニュースレター」バックナンバーのご案内
　過去の「ふれあいニュースレター」につきましては、以下のアドレスよりご覧いただくことが可能です。
ぜひご覧ください。http://www.meti.go.jp/earthquake/nuclear/kinkyu.html

発行　政府原子力被災者生活支援チーム

（松下復興副大臣－ラジオ番組「守ります！福島　政府原子力被災者生活支援チームＱ＆Ａ」
東日本大震災からの１年を振り返って（３月１０日）より）

　東日本大震災から１年。「がんばろう  ふくしま！」のスロー
ガンの下、復興に取り組んできた１年間。
　この「がんばろう　ふくしま！」に替わる新たな決意を込め
た新スローガンを決めるため、県民の皆さんに投票を呼び
かけました。
　その結果、総数３，３００件以上もの投票をいただき、誠に
ありがとうございました。おかげさまで新スローガンを決定
することができました。

新スローガン ふくしまから  はじめよう。

新スローガンに込めた「思い」
ふくしまから  はじめよう。
ひとりひとりが復興に向けて歩みはじめよう。
そして、ふくしまから、新たな流れを創っていこう。
私たちは、大震災の被害だけでなく、
原子力災害からも立ち直らなくてはなりません。
福島県が成し遂げようとしているのは、
再生可能エネルギーへの転換などをはじめ、
新たな社会の可能性を示していくということでもあります。
「ふくしまから  はじめよう。」は、
そうした、未来への意志を込めたスローガンです。

　内閣府原子力被災者生活支援チームは、日本原子力研究開
発機構に委託し、避難区域等における除染モデル実証事業及
び除染技術実証事業等を行ってきました。
　このたび、国が実施する除染モデル実証事業等の取組によっ
て得られた知見や経験を、地域で除染活動をする事業者等の
皆さまに広く活用していただくことを目的として、「除染モデル実
証事業等の成果報告会」を開催いたします。参加をご希望の
方は、３月２１日（水）までに、日本原子力研究開発機構のホーム
ページからお申し込みください。
■日時：３月２６日（月）午前１０時３０分～（９時３０分受付開始）
■場所：「コラッセふくしま」多目的ホール
　　　 （福島市三河南町１番２０号）

福島県の新スローガンが
決定しました！！（３月１１日） 

除染モデル実証事業等の成果報告会
を開催します！！（３月２６日）

原子力損害に係る賠償の進捗状況
最近３ヶ月の請求・支払の推移

請求件数（件）支払件数（件）支払額（億円）

１２月１日～
１２月３１日

個人 約１９,８００ 約９,９００ 約１３０
事業者 約８,８００ 約６,２００ 約９２８

１月１日～
１月３１日

個人 約１４,８００ 約１０,１００ 約１３４
事業者 約７,０００ 約６,１００ 約５９２

２月１日～
２月２９日

個人 約９,９００ 約１４,１００ 約２３９
事業者 約８,１００ 約８,３００ 約４４６

※ 東京電力が支払った仮払補償金
（個人）：約９８５億円、（事業者）：約４３５億円（ともに２月２９日時点） 2011年12月

（12月31日時点）
2012年1月

（1月31日時点）
2012年2月

（2月29日時点）

（単位：億円） （単位：件数）
（支払金額）事業者
（支払金額）個人
（請求件数）事業者
（請求件数）個人

145 279 518
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　東京電力株式会社は２月２８日、自主的避難等に係る
損害に対する賠償手続きを開始することを発表しました。
　賠償の対象となる方は、県北・県中・相双・いわき地
域の２３市町村のうち、避難等対象区域を除く区域内に
生活の本拠としての住居のあった方となります。賠償の
金額は、１８歳以下であった方及び妊娠されていた方に
は昨年３月１１日から１２月末までの損害分として１人あた
り４０万円、それ以外の方には昨年３月１１日から４月２２
日までの損害分として８万円を支払うこととしています。
　また、１８歳以下であった方及び妊娠されていた方が
上記期間中に自主的避難を行った場合には、避難生活
に伴う支出が大きいと考えられることから、1人あたり
２０万円を追加して支払うこととしています。

　東京電力は、３月５日から請求書の送付を開始、３月９
日から受付を開始しており、実際の支払いについては、
３月下旬の開始を目指しています。
　なお、請求書類については、昨年３月１１日時点で、
今回対象となっている２３市町村に住民登録していた方
あてに送付をされています。住民登録をしていなかった
方は、東京電力の福島原子力補償相談室「自主的避難
等ご相談専用ダイヤル」までご連絡をお願いします。
【自主的避難等に係る損害に対する賠償に関する問い合わせ先】
東京電力株式会社  福島原子力補償相談室
「自主的避難等ご相談専用ダイヤル」

電話番号０120-９９３-７２４
受付時間 午前９時から午後９時（土日祝日を含む）

自主的避難等に係る損害に対する
賠償を開始しました

詳しくは、独立行政法人日本原子力研究開発機構の
ホームページをご覧ください。
http://www.jaea.go.jp/fukushima/decon04.pdf

※ 参加にあたっては、 事前に参加登録をお願いしています。
また、応募者が多数の場合には、抽選とさせていただきます
ので予めご了承願います。

【問い合わせ先】
独立行政法人日本原子力研究開発機構
福島技術本部　福島環境安全センター
電話番号０２４-５２4-1060

「福島復興再生特別措置法案」
が衆議院を通過！
（3月8日時点）  冬が去り、春が来る。ようやく（物事がよい方向にむかう。    ）
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　厚生労働省は、今年４月から食品中の放射性物質に関
する「新たな基準値」を適用することとしましたので、その
概要等をＱ＆Ａ形式でご紹介いたします。
Ｑ．今回、どうして「暫定規制値」の見直しが
行われることになったのでしょうか？

Ａ．現在適用されている食品中の放射性物質に関する暫
定規制値は、食品の安全性確保の重要性を踏まえ、
原子力発電所の事故後、「緊急時」のものとして設定
されたものです。

 　本来、食品衛生法で規制値を設定する際には、食
品安全基本法に基づき、食品安全委員会による食品
健康影響評価を受けなければなりません。このため、
厚生労働省では、緊急対応としての暫定規制値ではな
い、正式な規制値設定のための検討を事故直後から
開始し、今般、より一層、食品の安全と安心を確保する
ための新たな規制値を設定することにしたものです。

Ｑ．「新たな基準値」では、どのような点が
見直されることになるのでしょうか？

Ａ．現行の「暫定規制値」では、食品からの被ばくに対する
許容線量を放射性セシウムについては年間５ミリシーベ
ルトと設定していましたが、「新たな基準値」では、これ
を、年間１ミリシーベルトに引き下げます。これは、私たち
が実際に食品から１ミリシーベルト程度被ばくしていると
いうことではなく、仮に、私たちが食べる食品のすべて
が汚染されたとしても、最大の被ばく線量が１ミリシーベ
ルトを超えないように基準値を設けるという意味です。

 　どのように見直されるかは次の表をご覧ください。

Ｑ．今回新設された「乳児用食品」には、
どのようなものが該当するかどうか判断が
難しいものがありますが、
どのように区別すればよろしいのでしょうか？

Ａ．「乳児用食品」に該当するベビーフードや粉ミルク、乳
幼児向け飲料等については、商品によっては、消費者
が購入する際に乳児用食品か否かの判別が出来な
い可能性があります。このため、消費者庁では、「新
たな基準値」の策定を踏まえ、乳児用食品に係る表
示基準を設定することを予定しています。

 　乳児用食品の具体的な表示例は次のとおりです。

乳児用の食品の具体的な表示例

　内閣府原子力被災者生活支援チーム及び文部科学省は、今後の
避難指示区域等の見直しに向け、当該地域の現状を確認するため、
２月６日から１０日にかけて、航空機モニタリングを実施しました。
　今回の航空機モニタリングでは、東京電力福島第一原子力発
電所から３～２０キロメートル圏内の警戒区域及び計画的避難区
域を対象区域としています。この調査では、民間のヘリコプター
に地上からの放射線の影響を確認するための測定機器等を搭載
して、地上から３００メートル程度の高さを１．８キロメートル程度の
間隔で飛行し、測定した計数率から地上１メートルの高さの空間
線量率、地表面への放射性セシウムの沈着状況を算出していま
す。また、上空３００メートル付近の空間線量率を測定しています。
　今回のモニタリングの結果につきましては、地上１メートルの高さ
の空間線量率の分布状況、地表面における放射性セシウムの沈着状
況等をマップ化して、文部科学省ホームページで公開しています。
なお、マップ化においては、積雪の影響で空間線量率が低く測定さ
れる傾向があることを考慮し、測定を実施した２月初旬に積雪が確認
された箇所を実線で囲われた白色の領域として表示しています。

食品中の放射性物質の
「新たな基準値」が正式決定！ ！

警戒区域及び計画的避難区域における航空機モニタリングの測定結果
（２月２４日公表）

各種モニタリング結果について
警戒区域及び計画的避難区域における航空機モニタリング
の結果（警戒区域及び計画的避難区域における地表面から
1m高さの空間線量率）

　内閣府原子力被災者生活支援チーム及び文部
科学省は、警戒区域及び計画的避難区域の主要
道路（国道、常磐自動車道、県道、主要地方道、生
活道路）の詳細モニタリングを実施しています。
モニタリング方法は、モニタリングカーによる走
行サーベイにて、主要道路上の地上１ｍにおける
空間線量率を１０ｍ間隔で測定しています。今回
の第五巡では、１３５，７２４地点で測定を実施してい
ます。調査の結果は、全般的に第一巡から今回の
第五巡へと概ね時間の経過とともに線量率が低
下しています。また、前回に比べ、計画的避難区
域の一部で大きく線量率が低下していますが、こ
れは積雪の影響によるものと考えられています。

　文部科学省では、福島県内の学校や公園等にリアルタイム線量測定システム２,７００台※を設置し、ホームページ上で測
定結果を公開しています。（※公開時点で約３０台は設置場所等を調整中。） 公開用のホームページでは、学校や公園などといった観測地
点の空間線量率の１０分間の平均値や、日単位／週単位／月単位での測定結果の推移グラフを地図上で確認することがで
きます。また、空間線量率は、地上５０㎝または１ｍの高さで測定されており、１０分間の平均値を１０分ごとに公開しています。

警戒区域および計画的避難区域における詳細モニタリング結果（２月２９日公表）

福島県内の空間線量率の測定結果をリアルタイムで公開しています！！(２月２１日～)

詳しくは、文部科学省のホームページをご覧ください。
http://radioactivity.mext.go.jp/ja/1910/2012/02/
1910_022414.pdf

詳しくは、経済産業省のホームページをご覧ください。
http://www.meti.go.jp/earthquake/
nuclear/pdf/120229/monitor01_01.pdf

詳しくは、文部科学省のホームページをご覧ください。http://radiomap.mext.go.jp/ja/

計測結果（市町村別の第一巡における最高値記録地点の値の変化）
市町村 概略住所 第一巡

［μSv/h］
第二巡
［μSv/h］

第三巡
［μSv/h］

第四巡
［μSv/h］

第五巡
［μSv/h］

四巡と五巡との差 備
考［μSv/h］［％］

南相馬市 小高区金谷   17.2   16.4 14.8 13.2 15.5 2.3 14.8

浪江町  井手山田前   98.1   68.6 55.3 54.3 60.5 6.2 10.2 ★

双葉町  山田出名子   92.5   61.0 53.1 53.1 57.7 4.6 8.0 ★

大熊町    夫沢東台 144.0 101.0 89.7 87.3 92.1 4.8 5.2 ★

富岡町   小良ケ浜松ノ前   23.1   22.8 21.5 17.0 18.1 1.1 6.1

楢葉町 上繁岡下奥海     4.2     3.4   3.4   3.4   3.5 0.1 2.9

飯舘村    長泥曲田   18.7   18.1 16.4 15.7 12.4 -3.3 -26.6

川俣町 山木屋広久保山     7.8     6.9   6.7   6.3   4.2 -2.1 -50.0

葛尾村 葛尾小出谷   32.5   29.9 29.9 24.9 25.6 0.7 2.7

田村市 都路町古道場々     1.1     1.1   1.1   1.3   1.0 -0.3 -30.0

川内村 下川内五枚沢      5.9     5.7   5.4   5.1   4.6 -0.5 -10.9
★ は第一巡と第二巡において半導体式エリアモニタ（高線量タイプ）で計測した値のためバラツキが大きい。
（50～100μSv/h の計測値において、誤差の標準偏差が20～25%程度）
【実施時期】  第一巡：平成２３年８月２日～８月３０日　第二巡：平成２３年８月３１日～１０月９日　第三巡：平成２３年１０月１日

～１１月４日　第四巡：平成２３年１１月５日～１２月１２日　第五巡：平成２３年12月14日～平成２4年1月30日

●放射性セシウムの新たな基準値
食品群 基準値

飲料水 10
牛乳 50

一般食品 100

乳児用食品 50

●放射性セシウムの暫定規制値
食品群 規制値

飲料水 200
牛乳・乳製品 200
野菜類

500穀物
肉・卵・魚・その他

基準値の見直し内容

単位：ベクレル／Kg

➡
※新たな基準値は今年4月から適用する予定です。
※ ただし、新たな基準値への移行に際して、市場（流通）に混乱が起きないよう準備期間が必
要と考えられる米、牛肉、大豆については一定の範囲で経過措置期間を設ける予定です。

　東日本大震災により地域経済が甚大な被害を受ける
なか、事業の再生に向けて懸命の努力を続けている中
小企業を支援する地域の方 に々対して、経済産業大臣
賞が贈られることとなりました。
　福島県では、各地域において中小企業等グループ
補助金復興事業計画の取りまとめに貢献された方や

仮設店舗・工場の設置、産業復興相談センターの設立
に尽力された方など、２４名の方が受賞しました。
　中小企業庁では、これらの支援活動をご紹介した冊
子をとりまとめ、ホームページに公表しています。是非、
ご覧ください。（http://www.chusho.meti.go.jp/
earthquake2011/120302jirei.html）

被災中小企業の復旧・復興支援の
貢献者に経済産業大臣賞！！（３月２日）

名　　称 米菓
原材料名 うるち米（国産）、植物油脂、でん粉、食塩、 ごま、……
内 容 量 ○○ｇ
賞味期限 平成○○年○○月○○日
保存方法 高温多湿、直射日光を避け常温で保存

製 造 者 ○○株式会社 ○○工場
○○県○○市○○町○－○－○

本品は食品衛生法に基づく乳児用食品の規格基準が
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製 造 者
○○株式会社
○○工場 ○○県○○市
○○町○－○－○
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おくすり
ゼリー
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　厚生労働省は、今年４月から食品中の放射性物質に関
する「新たな基準値」を適用することとしましたので、その
概要等をＱ＆Ａ形式でご紹介いたします。
Ｑ．今回、どうして「暫定規制値」の見直しが
行われることになったのでしょうか？

Ａ．現在適用されている食品中の放射性物質に関する暫
定規制値は、食品の安全性確保の重要性を踏まえ、
原子力発電所の事故後、「緊急時」のものとして設定
されたものです。

 　本来、食品衛生法で規制値を設定する際には、食
品安全基本法に基づき、食品安全委員会による食品
健康影響評価を受けなければなりません。このため、
厚生労働省では、緊急対応としての暫定規制値ではな
い、正式な規制値設定のための検討を事故直後から
開始し、今般、より一層、食品の安全と安心を確保する
ための新たな規制値を設定することにしたものです。

Ｑ．「新たな基準値」では、どのような点が
見直されることになるのでしょうか？

Ａ．現行の「暫定規制値」では、食品からの被ばくに対する
許容線量を放射性セシウムについては年間５ミリシーベ
ルトと設定していましたが、「新たな基準値」では、これ
を、年間１ミリシーベルトに引き下げます。これは、私たち
が実際に食品から１ミリシーベルト程度被ばくしていると
いうことではなく、仮に、私たちが食べる食品のすべて
が汚染されたとしても、最大の被ばく線量が１ミリシーベ
ルトを超えないように基準値を設けるという意味です。

 　どのように見直されるかは次の表をご覧ください。

Ｑ．今回新設された「乳児用食品」には、
どのようなものが該当するかどうか判断が
難しいものがありますが、
どのように区別すればよろしいのでしょうか？

Ａ．「乳児用食品」に該当するベビーフードや粉ミルク、乳
幼児向け飲料等については、商品によっては、消費者
が購入する際に乳児用食品か否かの判別が出来な
い可能性があります。このため、消費者庁では、「新
たな基準値」の策定を踏まえ、乳児用食品に係る表
示基準を設定することを予定しています。

 　乳児用食品の具体的な表示例は次のとおりです。

乳児用の食品の具体的な表示例

　内閣府原子力被災者生活支援チーム及び文部科学省は、今後の
避難指示区域等の見直しに向け、当該地域の現状を確認するため、
２月６日から１０日にかけて、航空機モニタリングを実施しました。
　今回の航空機モニタリングでは、東京電力福島第一原子力発
電所から３～２０キロメートル圏内の警戒区域及び計画的避難区
域を対象区域としています。この調査では、民間のヘリコプター
に地上からの放射線の影響を確認するための測定機器等を搭載
して、地上から３００メートル程度の高さを１．８キロメートル程度の
間隔で飛行し、測定した計数率から地上１メートルの高さの空間
線量率、地表面への放射性セシウムの沈着状況を算出していま
す。また、上空３００メートル付近の空間線量率を測定しています。
　今回のモニタリングの結果につきましては、地上１メートルの高さ
の空間線量率の分布状況、地表面における放射性セシウムの沈着状
況等をマップ化して、文部科学省ホームページで公開しています。
なお、マップ化においては、積雪の影響で空間線量率が低く測定さ
れる傾向があることを考慮し、測定を実施した２月初旬に積雪が確認
された箇所を実線で囲われた白色の領域として表示しています。

食品中の放射性物質の
「新たな基準値」が正式決定！ ！

警戒区域及び計画的避難区域における航空機モニタリングの測定結果
（２月２４日公表）

各種モニタリング結果について
警戒区域及び計画的避難区域における航空機モニタリング
の結果（警戒区域及び計画的避難区域における地表面から
1m高さの空間線量率）

　内閣府原子力被災者生活支援チーム及び文部
科学省は、警戒区域及び計画的避難区域の主要
道路（国道、常磐自動車道、県道、主要地方道、生
活道路）の詳細モニタリングを実施しています。
モニタリング方法は、モニタリングカーによる走
行サーベイにて、主要道路上の地上１ｍにおける
空間線量率を１０ｍ間隔で測定しています。今回
の第五巡では、１３５，７２４地点で測定を実施してい
ます。調査の結果は、全般的に第一巡から今回の
第五巡へと概ね時間の経過とともに線量率が低
下しています。また、前回に比べ、計画的避難区
域の一部で大きく線量率が低下していますが、こ
れは積雪の影響によるものと考えられています。

　文部科学省では、福島県内の学校や公園等にリアルタイム線量測定システム２,７００台※を設置し、ホームページ上で測
定結果を公開しています。（※公開時点で約３０台は設置場所等を調整中。） 公開用のホームページでは、学校や公園などといった観測地
点の空間線量率の１０分間の平均値や、日単位／週単位／月単位での測定結果の推移グラフを地図上で確認することがで
きます。また、空間線量率は、地上５０㎝または１ｍの高さで測定されており、１０分間の平均値を１０分ごとに公開しています。

警戒区域および計画的避難区域における詳細モニタリング結果（２月２９日公表）

福島県内の空間線量率の測定結果をリアルタイムで公開しています！！(２月２１日～)

詳しくは、文部科学省のホームページをご覧ください。
http://radioactivity.mext.go.jp/ja/1910/2012/02/
1910_022414.pdf

詳しくは、経済産業省のホームページをご覧ください。
http://www.meti.go.jp/earthquake/
nuclear/pdf/120229/monitor01_01.pdf

詳しくは、文部科学省のホームページをご覧ください。http://radiomap.mext.go.jp/ja/

計測結果（市町村別の第一巡における最高値記録地点の値の変化）
市町村 概略住所 第一巡

［μSv/h］
第二巡
［μSv/h］

第三巡
［μSv/h］

第四巡
［μSv/h］

第五巡
［μSv/h］

四巡と五巡との差 備
考［μSv/h］［％］

南相馬市 小高区金谷   17.2   16.4 14.8 13.2 15.5 2.3 14.8

浪江町  井手山田前   98.1   68.6 55.3 54.3 60.5 6.2 10.2 ★

双葉町  山田出名子   92.5   61.0 53.1 53.1 57.7 4.6 8.0 ★

大熊町    夫沢東台 144.0 101.0 89.7 87.3 92.1 4.8 5.2 ★

富岡町   小良ケ浜松ノ前   23.1   22.8 21.5 17.0 18.1 1.1 6.1

楢葉町 上繁岡下奥海     4.2     3.4   3.4   3.4   3.5 0.1 2.9

飯舘村    長泥曲田   18.7   18.1 16.4 15.7 12.4 -3.3 -26.6

川俣町 山木屋広久保山     7.8     6.9   6.7   6.3   4.2 -2.1 -50.0

葛尾村 葛尾小出谷   32.5   29.9 29.9 24.9 25.6 0.7 2.7

田村市 都路町古道場々     1.1     1.1   1.1   1.3   1.0 -0.3 -30.0

川内村 下川内五枚沢      5.9     5.7   5.4   5.1   4.6 -0.5 -10.9
★ は第一巡と第二巡において半導体式エリアモニタ（高線量タイプ）で計測した値のためバラツキが大きい。
（50～100μSv/h の計測値において、誤差の標準偏差が20～25%程度）
【実施時期】  第一巡：平成２３年８月２日～８月３０日　第二巡：平成２３年８月３１日～１０月９日　第三巡：平成２３年１０月１日

～１１月４日　第四巡：平成２３年１１月５日～１２月１２日　第五巡：平成２３年12月14日～平成２4年1月30日

●放射性セシウムの新たな基準値
食品群 基準値

飲料水 10
牛乳 50

一般食品 100

乳児用食品 50

●放射性セシウムの暫定規制値
食品群 規制値

飲料水 200
牛乳・乳製品 200
野菜類

500穀物
肉・卵・魚・その他

基準値の見直し内容

単位：ベクレル／Kg

➡
※新たな基準値は今年4月から適用する予定です。
※ ただし、新たな基準値への移行に際して、市場（流通）に混乱が起きないよう準備期間が必
要と考えられる米、牛肉、大豆については一定の範囲で経過措置期間を設ける予定です。

　東日本大震災により地域経済が甚大な被害を受ける
なか、事業の再生に向けて懸命の努力を続けている中
小企業を支援する地域の方 に々対して、経済産業大臣
賞が贈られることとなりました。
　福島県では、各地域において中小企業等グループ
補助金復興事業計画の取りまとめに貢献された方や

仮設店舗・工場の設置、産業復興相談センターの設立
に尽力された方など、２４名の方が受賞しました。
　中小企業庁では、これらの支援活動をご紹介した冊
子をとりまとめ、ホームページに公表しています。是非、
ご覧ください。（http://www.chusho.meti.go.jp/
earthquake2011/120302jirei.html）

被災中小企業の復旧・復興支援の
貢献者に経済産業大臣賞！！（３月２日）

名　　称 米菓
原材料名 うるち米（国産）、植物油脂、でん粉、食塩、 ごま、……
内 容 量 ○○ｇ
賞味期限 平成○○年○○月○○日
保存方法 高温多湿、直射日光を避け常温で保存

製 造 者 ○○株式会社 ○○工場
○○県○○市○○町○－○－○

本品は食品衛生法に基づく乳児用食品の規格基準が
適用される食品です。
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保存方法 高温多湿、直射日光を避け常温で保存
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○○株式会社
○○工場 ○○県○○市
○○町○－○－○

名　　称 清涼飲料水

原材料名
エリスリトール、
還元麦芽糖水あめ、
ココアパウダー、寒天、
ゲル化剤（増粘多糖類）、……

内 容 量 ○○○ｇ
賞味期限 平成○○年○○月○○日

保存方法 高温多湿、直射日光を避け常温で保存
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【政府原子力被災者生活支援チームからのお知らせ】

ほっと・ニュース今週の

第13号 平成24年
3月15日

『一陽来復』
震災から１年、これからいよいよ本格的な新しい大事業に
取り組んでいきます。

　福島県は２月２９日、復興庁福島復興局に対して、東
日本大震災復興特別区域法に基づく復興推進計画（復
興特区）の認定申請を行いました。
1「ふくしま産業復興投資促進特区」
（県と５９市町村の共同申請）
　目的： 製造業等の企業の新・増設を促進し、雇用を創出する。
　区域： 県内５９３の工業団地等を「復興産業集積区域」として申請
　業種： 輸送用機械・半導体・情報通信・医療・再生可能エネ

ルギー・農商工連携関連産業、地域資源活用型産業

　特例： 投資や雇用を行う企業を対象に、税制の特例や工場
に係る緑地等の規制を緩和する措置を講ずる

2「ふくしま医療関連産業復興特区」（県の単独申請）
　目的： 医療分野への県内企業の新規参入と県外企業の

進出を促進し、医療関連産業の飛躍的集積を図
り、雇用を創出する。

　区域：県内全域
　特例： 医療機器製造販売業等における責任者の資格要

件を緩和する

福島県が復興特区を申請！！（２月２９日）

「ふれあいニュースレター」バックナンバーのご案内
　過去の「ふれあいニュースレター」につきましては、以下のアドレスよりご覧いただくことが可能です。
ぜひご覧ください。http://www.meti.go.jp/earthquake/nuclear/kinkyu.html

発行　政府原子力被災者生活支援チーム

（松下復興副大臣－ラジオ番組「守ります！福島　政府原子力被災者生活支援チームＱ＆Ａ」
東日本大震災からの１年を振り返って（３月１０日）より）

　東日本大震災から１年。「がんばろう  ふくしま！」のスロー
ガンの下、復興に取り組んできた１年間。
　この「がんばろう　ふくしま！」に替わる新たな決意を込め
た新スローガンを決めるため、県民の皆さんに投票を呼び
かけました。
　その結果、総数３，３００件以上もの投票をいただき、誠に
ありがとうございました。おかげさまで新スローガンを決定
することができました。

新スローガン ふくしまから  はじめよう。

新スローガンに込めた「思い」
ふくしまから  はじめよう。
ひとりひとりが復興に向けて歩みはじめよう。
そして、ふくしまから、新たな流れを創っていこう。
私たちは、大震災の被害だけでなく、
原子力災害からも立ち直らなくてはなりません。
福島県が成し遂げようとしているのは、
再生可能エネルギーへの転換などをはじめ、
新たな社会の可能性を示していくということでもあります。
「ふくしまから  はじめよう。」は、
そうした、未来への意志を込めたスローガンです。

　内閣府原子力被災者生活支援チームは、日本原子力研究開
発機構に委託し、避難区域等における除染モデル実証事業及
び除染技術実証事業等を行ってきました。
　このたび、国が実施する除染モデル実証事業等の取組によっ
て得られた知見や経験を、地域で除染活動をする事業者等の
皆さまに広く活用していただくことを目的として、「除染モデル実
証事業等の成果報告会」を開催いたします。参加をご希望の
方は、３月２１日（水）までに、日本原子力研究開発機構のホーム
ページからお申し込みください。
■日時：３月２６日（月）午前１０時３０分～（９時３０分受付開始）
■場所：「コラッセふくしま」多目的ホール
　　　 （福島市三河南町１番２０号）

福島県の新スローガンが
決定しました！！（３月１１日） 

除染モデル実証事業等の成果報告会
を開催します！！（３月２６日）

原子力損害に係る賠償の進捗状況
最近３ヶ月の請求・支払の推移

請求件数（件）支払件数（件）支払額（億円）

１２月１日～
１２月３１日

個人 約１９,８００ 約９,９００ 約１３０
事業者 約８,８００ 約６,２００ 約９２８

１月１日～
１月３１日

個人 約１４,８００ 約１０,１００ 約１３４
事業者 約７,０００ 約６,１００ 約５９２

２月１日～
２月２９日

個人 約９,９００ 約１４,１００ 約２３９
事業者 約８,１００ 約８,３００ 約４４６

※ 東京電力が支払った仮払補償金
（個人）：約９８５億円、（事業者）：約４３５億円（ともに２月２９日時点） 2011年12月

（12月31日時点）
2012年1月

（1月31日時点）
2012年2月

（2月29日時点）

（単位：億円） （単位：件数）
（支払金額）事業者
（支払金額）個人
（請求件数）事業者
（請求件数）個人

145 279 518

2,299

1,260
1,853

42,20042,200
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これまでの請求件数・支払金額（累積）

　東京電力株式会社は２月２８日、自主的避難等に係る
損害に対する賠償手続きを開始することを発表しました。
　賠償の対象となる方は、県北・県中・相双・いわき地
域の２３市町村のうち、避難等対象区域を除く区域内に
生活の本拠としての住居のあった方となります。賠償の
金額は、１８歳以下であった方及び妊娠されていた方に
は昨年３月１１日から１２月末までの損害分として１人あた
り４０万円、それ以外の方には昨年３月１１日から４月２２
日までの損害分として８万円を支払うこととしています。
　また、１８歳以下であった方及び妊娠されていた方が
上記期間中に自主的避難を行った場合には、避難生活
に伴う支出が大きいと考えられることから、1人あたり
２０万円を追加して支払うこととしています。

　東京電力は、３月５日から請求書の送付を開始、３月９
日から受付を開始しており、実際の支払いについては、
３月下旬の開始を目指しています。
　なお、請求書類については、昨年３月１１日時点で、
今回対象となっている２３市町村に住民登録していた方
あてに送付をされています。住民登録をしていなかった
方は、東京電力の福島原子力補償相談室「自主的避難
等ご相談専用ダイヤル」までご連絡をお願いします。
【自主的避難等に係る損害に対する賠償に関する問い合わせ先】
東京電力株式会社  福島原子力補償相談室
「自主的避難等ご相談専用ダイヤル」

電話番号０120-９９３-７２４
受付時間 午前９時から午後９時（土日祝日を含む）

自主的避難等に係る損害に対する
賠償を開始しました

詳しくは、独立行政法人日本原子力研究開発機構の
ホームページをご覧ください。
http://www.jaea.go.jp/fukushima/decon04.pdf

※ 参加にあたっては、 事前に参加登録をお願いしています。
また、応募者が多数の場合には、抽選とさせていただきます
ので予めご了承願います。

【問い合わせ先】
独立行政法人日本原子力研究開発機構
福島技術本部　福島環境安全センター
電話番号０２４-５２4-1060

「福島復興再生特別措置法案」
が衆議院を通過！
（3月8日時点）  冬が去り、春が来る。ようやく（物事がよい方向にむかう。    ）
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